
様式 １　公表されるべき事項

独立行政法人放射線医学総合研究所の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

　① 平成２２年度における役員報酬についての業績反映のさせ方

文部科学省独立行政法人評価委員会の研究所に対する業績評価の結果

を勘案し、平成２２年６月期及び１２月期の期末特別手当の支給額を決定し

た。

　② 役員報酬基準の改定内容

法人の長 人事院勧告を踏まえ、俸給月額を引き下げた（改定率△0.28％）

地域手当の支給割合を改定（8%→9%）

理事 人事院勧告を踏まえ、俸給月額を引き下げた（改定率△0.24％）

地域手当の支給割合を改定（8%→9%）

監事 人事院勧告を踏まえ、俸給月額を引き下げた（改定率△0.24％）

地域手当の支給割合を改定（8%→9%）

監事（非常勤） 人事院勧告を踏まえ、俸給月額を引き下げた（改定率△0.25％）

２　役員の報酬等の支給状況

平成２２年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

18,891 12,744 4,845
1,146

154
（地域手当）
（通勤手当）

※

千円 千円 千円 千円

14,915 10,072 3,830
906
106

（地域手当）
（通勤手当）

3月31日 ※

千円 千円 千円 千円

15,073 10,072 3,830
906
264

（地域手当）
（通勤手当）

◇

千円 千円 千円 千円

5,568 3,320 1,897
298
51

（地域手当）
（通勤手当）

7月29日 ＊

千円 千円 千円 千円

9,622 6,752 1,948
607
314

（地域手当）
（通勤手当）

7月30日 ◇

千円 千円 千円 千円

2,527 2,437 0 89 （通勤手当） 3月31日

注1：「地域手当」とは、民間における賃金、物価及び生計費が特に高い地域に在勤する役員に支給しているものである。

注3：千円未満を切り捨てているため、総額が内訳の合計とならないところがある。

前職

監事
（非常勤）

就任・退任の状況
役名

その他（内容）

法人の長

A理事

B理事

A監事

B監事

注2：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号が付されている。
退職公務員「＊」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後独立行政法人等の退職者「＊
※」、該当が無い場合は空欄。
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３　役員の退職手当の支給状況（平成２２年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

3,129 2 9 H21.3.31 0.9 *

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

1,683 1 4 H22.7.29 1.0 *

千円 年 月

該当者なし

当該業績勘案率は、研究所において不
適切な研究費使用があったこと等を考慮
し、文部科学省独立行政法人評価委員
会科学技術・学術分科会が決定した数
値。

注1：「摘要」欄には、独立行政法人評価委員会による業績の評価等、退職手当支給額の決定に至った事由が記載されている。

注2：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号が付されている。
退職公務員「＊」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後独立行政法人等の退職者「＊※」、
該当が無い場合は空欄。

当該業績勘案率は、同役員の法人運営
は概ね適切に行われたとの判断に基づ
き、文部科学省独立行政法人評価委員
会科学技術・学術分科会が決定した数
値。

監事
（非常勤）

法人の長

理事A

理事B

監事A

法人での在職期間 摘　　要
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Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　　中期計画で定められた人件費の見積もりを考慮しつつ、業務運営の効率化に関する
　　目標を達成するため、適正な予算管理を行う。

　② 職員給与決定の基本方針
　ア 給与水準の決定に際しての考慮事項とその考え方

　　一般職の職員の給与に関する法律を考慮し、国民一般の理解と納得が得られる給与
　　水準となるよう努める。

　イ 職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方
　　職員の能力及び実績等を評価し、その結果が勤勉手当や昇給・昇格等に反映される
　　制度を定めている。

〔能率、勤務成績が反映される給与の内容〕

　ウ 平成２２年度における給与制度の主な改正点

　　・地域手当の支給割合を改定
　　　（国の支給率より１％抑制していた支給割合を、平成22年7月より国と同等の支給割合へ）
　　・期末手当の引き下げ（△0.2ヶ月分）
　　・俸給月額を引き下げ（平均△0.19％）（若年層、医療職俸給表(一)を除く）。
　　　併せて、55歳を超える職員について、俸給月額、地域手当等を減額（△1.5%）

２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

283 45.3 7,712 5,874 91 1,838
人 歳 千円 千円 千円 千円

84 39.8 5,612 4,248 97 1,364
人 歳 千円 千円 千円 千円

119 48.5 9,255 7,028 92 2,227
人 歳 千円 千円 千円 千円

15 49.5 12,324 9,812 62 2,512
人 歳 千円 千円 千円 千円

27 45.5 5,648 4,249 62 1,399
人 歳 千円 千円 千円 千円

17 46.9 6,341 4,814 97 1,527
人 歳 千円 千円 千円 千円

21 44.8 7,842 5,976 118 1,866

勤務成績に基づき、勤勉手当の額を増減させる。

俸給：査定昇給 昇給区分を５段階に設定し、職員の勤務成績を適切に反映させる。

事務・技術

研究職種

うち賞与平均年齢
平成２２年度の年間給与額（平均）

総額
区分

常勤職員

医療職種
（病院医師）

医療職種
（技師等）

　① 人件費管理の基本方針

給与種目
賞与：勤勉手当

（査定分）

制度の内容

技術職種

医療職種
（病院看護師）

人員 うち所定内
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人 歳 千円 千円 千円 千円

107 40.4 4,799 3,659 83 1,140
人 歳 千円 千円 千円 千円

25 46.3 3,607 2,726 88 881
人 歳 千円 千円 千円 千円

47 38.0 5,364 4,111 75 1,253
人 歳 千円 千円 千円 千円

1 - - - - -
人 歳 千円 千円 千円 千円

5 47.3 5,036 3,639 49 1,397
人 歳 千円 千円 千円 千円

6 34.3 3,861 2,954 53 907
人 歳 千円 千円 千円 千円

23 38.8 4,890 3,725 109 1,165

注1：常勤職員については、任期付職員を除く。

注2：「技術職員」とは、専門的科学的知識と創意等をもって技術・開発業務に従事する職員をいう。

注3：在外職員、再任用職員及び非常勤職員は、該当者がいないため表を省略した。

注4：「教育職種（高等専門学校教員）」は、該当者がいないため表を省略した。

注5：任期付職員の「医療職（病院医師）」は、該当者が2名以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれ
のあることから、人数以外は記載していない。

技術職種

医療職種
（技師等）

医療職種
（病院看護師）

研究職種

医療職種
（病院医師）

任期付職員

事務・技術
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②

注1：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、⑤まで同じ。

注2：①の任期付職員もこのグラフに含まれる。以下、②、④及び⑤まで同じ。

年間給与の分布状況
（事務・技術職員／研究職員／医療職員（病院医師）／医療職員（病院看護師））

注：24-27歳の年齢層については、該当者が2名以下であるため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、平均給与額を
表示していない。
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注1：32-35歳、36-39歳、40-43歳、44-47歳、48-51歳及び60-63歳の年齢層については、該当者が2名以下であるため、当該個人に関する
情報が特定されるおそれのあることから、平均給与額を表示していない。

注2：52-55歳及び56-59歳の年齢層については、該当者が4名以下であるため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、
第1・第3四分位折れ線を表示していない。

注1：28-31歳、32-35歳及び48-51歳の年齢層については、該当者が2名以下であるため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのある
ことから、平均給与額を表示していない。

注2：36-39歳、52-55歳及び56-59歳の年齢層については、該当者が4名以下であるため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのある
ことから、第1・第3四分位折れ線を表示していない。
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（事務・技術職員）

四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

課長 10 54.7 8,553 8,722 9,127

課長代理 4 51.5 - 7,514 -

係長 50 40.7 4,766 5,466 6,255

主任 1 - - - -

係員 44 38.2 3,238 3,557 3,803

（研究職員）

四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

センター長 2 - - - -

研究部長 16 53.9 11,514 11,740 12,166

研究課長 55 48.4 8,158 9,272 10,703

主任研究員 54 45.9 7,080 7,868 8,517

研究員 39 36.8 4,294 4,909 5,574

（医療職員（病院医師））

四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

院長 1 - - - -

診療部長 6 56.3 13,250 13,495 13,756

診療科長 6 46.3 10,858 11,536 12,154

医師 3 36.2 - 9,827 -

（医療職員（病院看護師））

四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

看護師長 4 54.5 - 7,813 -

副看護師長 4 45.0 - 5,334 -

看護師 24 44.5 4,889 5,132 5,372

平均

注1：人員が2名以下の職位については、当該個人に関する情報が特定されるおそれがあることから、「平均年齢」以降の事項につい
て記載していない。

注2：人員が4名以下の職位については、当該個人に関する情報が特定されるおそれがあることから、第1・第3四分位を記載していな
い。

注3：研究職員の区分におけるセンター長は、研究部長より上位の職であり、センター下の各研究部門を統括する職である。

平均

分布状況を示すグループ

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢

平均平均年齢人員分布状況を示すグループ

平均年齢人員

人員 平均年齢

平均

分布状況を示すグループ
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③

常勤職員（事務・技術職員）

区分 計 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級

標準的 一般職員 係長・主任 係長・主任 課長代理 課長 課長
な職位 一般職員 係長 課長代理

人 人 人 人 人 人 人

84 10 27 20 16 6 4
（割合） (11.9%) (32.1%) (23.8%) (19.0%) (7.1%) (4.8%)

歳 歳 歳 歳 歳 歳

31～26 35～27 59～35 58～38 58～48 59～48

千円 千円 千円 千円 千円 千円

3,150～
2,313

3,816～
2,576

4,955～
3,543

5,906～
4,300

6,933～
5,499

7,047～
6,601

千円 千円 千円 千円 千円 千円

4,083～
3,022

4,971～
3,404

6,582～
4,823

7,869～
5,831

8,919～
7,425

9,217～
8,918

区分 計 ７級 ８級 ９級 １０級

標準的 課長 部長 部長 部長
な職位

人 人 人 人

1 0 0 0
（割合） (1.2%) (0%) (0%) (0%)

歳 歳 歳 歳

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

任期付職員（事務・技術職員）

区分 計 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級

標準的 一般職員 係長・主任 係長・主任 課長代理 課長 課長
な職位 一般職員 係長 課長代理

人 人 人 人 人 人 人

25 21 2 2 0 0 0
（割合） (84.0%) (8.0%) (8.0%) (0%) (0%) (0%)

歳 歳 歳 歳 歳 歳

57～30

千円 千円 千円 千円 千円 千円

3,329～
2,268

千円 千円 千円 千円 千円 千円

4,292～
3,001

区分 計 ７級 ８級 ９級 １０級

標準的 課長 部長 部長 部長
な職位

人 人 人 人

0 0 0 0
（割合） (0%) (0%) (0%) (0%)

歳 歳 歳 歳

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

注：2級及び3級における該当者が2名以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、「年齢
（最高～最低）」以下の事項については記載していない。

年齢（最高
～最低）

所定内給
与年額(最
高～最低)

年間給与
額(最高～

最低)

所定内給
与年額(最
高～最低)

年間給与
額(最高～

最低)

人員

人員

年間給与
額(最高～

最低)

年齢（最高
～最低）

所定内給
与年額(最
高～最低)

所定内給
与年額(最
高～最低)

 職級別在職状況等（平成２３年４月１日現在）（事務・技術職員／研究職員／医療職員（病院医師）／医
療職員（病院看護師））

年間給与
額(最高～

最低)

人員

年齢（最高
～最低）

人員

年齢（最高
～最低）

注：7級における該当者が2名以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、「年齢（最高～最
低）」以下の事項については記載していない。
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常勤職員（研究職員）

区分 計 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級

標準的 准研究員 研究員 主任研究員 研究課長 研究部長 センター長
な職位

人 人 人 人 人 人 人

119 0 8 34 35 39 3
（割合） (0%) (6.7%) (28.6%) (29.4%) (32.8%) (2.5%)

歳 歳 歳 歳 歳 歳

57～35 58～32 58～40 59～44 59～56

千円 千円 千円 千円 千円 千円

4,872～
4,111

6,874～
4,130

7,514～
6,174

9,301～
6,620

9,323～
8,963

千円 千円 千円 千円 千円 千円

6,519～
5,574

8,757～
5,510

9,799～
7,952

13,009～
8,552

13,056～
12,156

任期付職員（研究職員）

区分 計 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級

標準的 准研究員 研究員 主任研究員 研究課長 研究部長 センター長
な職位

人 人 人 人 人 人 人

47 5 26 15 1 0 0
（割合） (10.6%) (55.3%) (31.9%) (2.1%) (0%) (0%)

歳 歳 歳 歳 歳 歳

45～30 48～27 48～36

千円 千円 千円 千円 千円 千円

3,290～
2,629

4,502～
2,737

6,367～
3,618

千円 千円 千円 千円 千円 千円

4,354～
3,409

5,783～
3,517

8,209～
4,846

常勤職員（病院医師）

区分 計 １級 ２級 ３級 ４級 ５級

標準的 医師 診療科長 副院長 院長 センター長
な職位

人 人 人 人 人 人

15 2 6 5 2 0
（割合） (13.3%) (40.0%) (33.3%) (13.3%) (0%)

歳 歳 歳 歳 歳

50～40 61～52

千円 千円 千円 千円 千円

9,816～
8,520

11,082～
9,980

千円 千円 千円 千円 千円

12,686～
10,501

13,756～
12,845

注：1級及び4級における該当者が2名以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、「年齢
（最高～最低）」以下の事項については記載していない。

人員

年齢（最高
～最低）

所定内給
与年額(最
高～最低)

年間給与
額(最高～

最低)

所定内給
与年額(最
高～最低)

年間給与
額(最高～

最低)

注：4級における該当者が2名以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、「年齢（最高～最
低）」以下の事項については記載していない。

年間給与
額(最高～

最低)

人員

年齢（最高
～最低）

人員

年齢（最高
～最低）

所定内給
与年額(最
高～最低)
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任期付職員（病院医師）

区分 計 １級 ２級 ３級 ４級 ５級

標準的 医師 診療科長 副院長 院長 センター長
な職位

人 人 人 人 人 人

1
（割合）

歳 歳 歳 歳 歳

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

常勤職員（病院看護師）

区分 計 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級

標準的 准看護師 看護師 副看護師長 看護師長 総看護師長総看護師長 看護部長
な職位

人 人 人 人 人 人 人 人

27 0 19 4 4 0 0 0
（割合） (0%) (70.4%) (14.8%) (14.8%) (0%) (0%) (0%)

歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳

59～29 52～39 59～45

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

4,451～
2,813

4,818～
3,488

6,377～
4,768

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

5,925～
3,719

6,403～
4,808

8,335～
6,529

任期付職員（病院看護師）

区分 計 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級

標準的 准看護師 看護師 副看護師長 看護師長 総看護師長総看護師長 看護部長
な職位

人 人 人 人 人 人 人 人

5 0 5 0 0 0 0 0
（割合） (0%) (100.0%) (0%) (0%) (0%) (0%) (0%)

歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳

53～42

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

3,698～
3,235

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

5,185～
4,535

人員

年齢（最高
～最低）

所定内給
与年額(最
高～最低)

年間給与
額(最高～

最低)

所定内給
与年額(最
高～最低)

年間給与
額(最高～

最低)

年間給与
額(最高～

最低)

人員

年齢（最高
～最低）

人員

年齢（最高
～最低）

所定内給
与年額(最
高～最低)

注：該当者が1名のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、「人員（割合）」以下の事項につい
ては記載していない。
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④

（事務・技術職員）

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

％ ％ ％

         最高～最低

％ ％ ％

24.2 100 62.3

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 75.8 0 37.7

％ ％ ％

         最高～最低 81.8～70.3 　　0～0　　 47.3～31.8

（研究職員）

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

6.5 100 52.4

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 93.5 0 47.6

％ ％ ％

         最高～最低 96.7～74.1 　　0～0　　 54.0～35.4

％ ％ ％

23.9 100 61.8

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 76.1 0 38.2

％ ％ ％

         最高～最低 85.7～70.6 　　0～0　　 53.8～32.1

（医療職員（病院医師））

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

3.8 100 50.3

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 96.2 0 49.7

％ ％ ％

         最高～最低 96.6～95.8 　　0～0　　 52.3～47.1

％ ％ ％

24.3 100 62.6

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 75.7 0 37.4

％ ％ ％

         最高～最低 81.8～73.4 　　0～0　　 46.0～34.1

一般
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

賞与（平成22年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／研究職員／医療職員（病院医師）／医
療職員（病院看護師））

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一律支給分（期末相当）

区分

注：管理職員に該当する者がいないため、管理職員欄については記載しない。

一般
職員
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（医療職員（病院看護師））

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

％ ％ ％

         最高～最低

％ ％ ％

22.9 100 60.6

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 77.1 0 39.4

％ ％ ％

         最高～最低 81.8～73.4 　　0～0　　 47.0～35.2

⑤

（事務・技術職員）
対国家公務員（行政職（一）） 83.9
対他法人 79.5

（研究職員）
対国家公務員（研究職）） 93.0
対他法人 92.6

（医療職員（病院医師））
対国家公務員（医療職（一）） 96.9

（医療職員（病院看護師））
対国家公務員（医療職（三）） 99.0

すべての独立行政法人を一つの法人とみなした場合の給与水準）に置き換えた場合の給与水準を１００

注：管理職員に該当する者がいないため、管理職員欄については記載しない。

注：　当法人の年齢別人員構成をウエイトに用い、当法人の給与を国の給与水準（「対他法人」においては、

　　として、法人が現に支給している給与費から算出される指数をいい、人事院において算出

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

職員と国家公務員及び他の独立行政法人との給与水準（年額）の比較指標（事務・技術職員／研究職員
／医療職員（病院医師）／医療職員（病院看護師）)
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給与水準の比較指標について参考となる事項

○事務・技術職員

地域勘案　　　　　　 86.1

参考 学歴勘案　　　　　　 84.0

地域・学歴勘案　　　86.1

○研究職員

地域勘案　　　　　　 98.1

参考 学歴勘案　　　　　　 93.0

地域・学歴勘案　　　97.7

　国に比べて給与水準が
　高くなっている定量的な
　理由

【主務大臣の検証結果】
国家公務員に比べ低い給与水準であり、適正であると考える。

指数の状況

対国家公務員　　83.9

　給与水準の適切性の
　検証

国家公務員の給与水準を考慮し、引き続き適正な給与水準を維持すべく取り
組んでいく。

　給与水準の適切性の
　検証

項目 内容

指数の状況

対国家公務員　　93.0

　国に比べて給与水準が
　高くなっている定量的な
　理由

【主務大臣の検証結果】
国家公務員に比べ低い給与水準であり、適正であると考える。

【国からの財政支出について】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　78.7％
（国からの財政支出額　11,444百万円、支出予算の総額　14,546百万円：平成
21年度予算）
【検証結果】
俸給及び諸手当等、給与水準は国家公務員の給与体系に準拠した規程を整
備し運用している。

【累積欠損額について】
累積欠損額0円（平成21年度決算）

【検証結果】
特になし。

講ずる措置
国家公務員の給与水準を考慮し、引き続き適正な給与水準を維持すべく取り
組んでいく。

項目 内容

【国からの財政支出について】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　78.7％
（国からの財政支出額　11,444百万円、支出予算の総額　14,546百万円：平成
21年度予算）
【検証結果】
俸給及び諸手当等、給与水準は国家公務員の給与体系に準拠した規程を整
備し運用している。

【累積欠損額について】
累積欠損額0円（平成21年度決算）

【検証結果】
特になし。

講ずる措置
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○病院医師

地域勘案　　　　　　 98.9

参考 学歴勘案　　　　　　 96.9

地域・学歴勘案　　　98.9

○病院看護師

地域勘案　　　　　　 95.9

参考 学歴勘案　　　　　　 97.5

地域・学歴勘案　　　95.8

　給与水準の適切性の
　検証

【国からの財政支出について】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　78.7％
（国からの財政支出額　11,444百万円、支出予算の総額　14,546百万円：平成
21年度予算）
【検証結果】
俸給及び諸手当等、給与水準は国家公務員の給与体系に準拠した規程を整
備し運用している。

【累積欠損額について】
累積欠損額0円（平成21年度決算）

【検証結果】
特になし。

講ずる措置
国家公務員の給与水準を考慮し、引き続き適正な給与水準を維持すべく取り
組んでいく。

【累積欠損額について】
累積欠損額0円（平成21年度決算）

【検証結果】
特になし。

項目 内容

指数の状況

対国家公務員　　96.9

　国に比べて給与水準が
　高くなっている定量的な
　理由

【主務大臣の検証結果】
国家公務員に比べ低い給与水準であり、適正であると考える。

国家公務員の給与水準を考慮し、引き続き適正な給与水準を維持すべく取り
組んでいく。

　国に比べて給与水準が
　高くなっている定量的な
　理由

【主務大臣の検証結果】
国家公務員に比べ低い給与水準であり、適正であると考える。

項目 内容

対国家公務員　　99.0

指数の状況

　給与水準の適切性の
　検証

【国からの財政支出について】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　78.7％
（国からの財政支出額　11,444百万円、支出予算の総額　14,546百万円：平成
21年度予算）
【検証結果】
俸給及び諸手当等、給与水準は国家公務員の給与体系に準拠した規程を整
備し運用している。

講ずる措置
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○比較対象職員の状況

・事務・技術

①表（職種別支給状況）の常勤職員欄の84人及び任期付職員欄の25人　　計109人

109人の平均年齢41.3歳、平均年間給与額5,152千円

・研究職種

①表（職種別支給状況）の常勤職員欄の119人及び任期付職員欄の47人　　計166人

166人の平均年齢45.5歳、平均年間給与額8,153千円

・医療職種（病院医師）

①表（職種別支給状況）の常勤職員欄の15人及び任期付職員欄の1人　　計16人

16人の平均年齢48.9歳、平均年間給与額12,205千円

・医療職種（病院看護師）

①表（職種別支給状況）の常勤職員欄の27人及び任期付職員欄の5人　　計32人

32人の平均年齢45.8歳、平均年間給与額5,552千円

Ⅲ　総人件費について

当年度
（平成22年度）

前年度
（平成21年度）

千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(A)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｂ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｃ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(D)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

注1：「当年度（平成22年度）」の「給与、報酬等支給総額」欄は、常勤役員、定年制職員及び任期制フルタイム勤務職員について記載
している。

△30.0 △34.0

△2.15,211,578

注2：「当年度（平成22年度）」の「非常勤役職員等給与」欄は、注1以外の役職員について記載している。

注3：千円未満を切り捨てているため、最広義人件費が(A)～(D)の合計とならないところがある。

1.3

0.1 321,673195

5,341,249 △129,671 △112,517

△7.6
給与、報酬等支給総額

57.6

12,762 2.5

△2.4

中期目標期間開始時（平成
18年度）からの増△減比較増△減

3,546,197

414,471

3,527,989

区　　分

△0.5 △291,347

△124,420 △149,729

△18,208

290,051

最広義人件費

6,886

非常勤役職員等給与

退職手当支給額

513,849 501,087
福利厚生費

879,688 879,493
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総人件費について参考となる事項

基準年度
（平成17年

度）

平成18
年度

平成19
年度

平成20
年度

平成21
年度

平成22
年度

3,445,569 3,467,942 3,533,079 3,411,534 3,206,752 3,162,997

0.6 2.5 △1.0 △6.9 △8.2

0.6 1.8 △1.7 △5.2 △5.0

Ⅳ 法人が必要と認める事項
特になし。

注1：「人件費削減率（補正値）」とは、「行政改革の重要方針」（平成17年12月24日閣議決定）によ
る人事院勧告を踏まえた官民の給与較差に基づく給与改正分を除いた削減率である。なお、平
成18年度、平成19年度、平成20年度、平成21年度の行政職（一）職員の年間平均給与の増減率
はそれぞれ0％、0.7％、0%、△2.4％、△1.5％である。

注2：「競争的研究資金又は研究開発独立行政法人の受託研究若しくは共同研究のための民間
からの外部資金により雇用される任期付職員」、「国からの委託費及び補助金により雇用される任
期付研究者」、「運営費交付金により雇用される任期付研究者のうち、国策上重要な研究課題（第
三期科学技術基本計画（平成18年3月28日閣議決定）において指定されている戦略重点科学技
術をいう。）に従事する者及び若手研究者（平成17年度末において37歳以下の研究者をいう。）」
は削減対象人件費の範囲から除かれるため、Ⅲ表（総人件費について）の当年度（平成21年度）
「給与、報酬等支給総額（A)」と総人件費改革取組状況の平成20年度「給与、報酬等支給総額」
の金額は異なる。

注3：注2の任期付研究者及び任期付職員の人件費を総人件費改革に係る削減対象人件費の範
囲から除く前の「給与、報酬等支給総額」(削減対象人件費）は、基準年度（平成17年度）
3,699,484千円、平成18年度3,792,957千円及び平成19年度3,860,629千円であった。

・「給与、報酬等支給総額」は、対前年度比18,208千円減となった。これについては、中期計画最
終年度になり、職員の採用数を減らしたことなどによる。
・「最広義人件費」（対前年度比129,671千円減）については、退職手当支給額が大幅に減少した
ことが大きな要因となっている。

・人件費削減の取り組みの状況
①「行政改革の重要方針」（平成17年12月24日閣議決定）を踏まえ、平成18年度以降の5年間で
国家公務員に準じた人件費削減を行うとともに、役職員の給与に関し、国家公務員の給与構造改
革を踏まえた給与体系の見直しを図る。
②「行政改革の重要方針」（平成17年12月24日閣議決定）において削減対象とされた人件費にお
いては、平成22年度までに平成17年度の人件費と比較し、5%以上削減を行う。但し、（平成18年
度以降の）人事院勧告を踏まえた給与改定分については削減対象から除く。

【主務大臣の検証結果】
５年間で５％以上削減を達成しており、問題ないと考える。

人件費削減率（補正値）
（％）

総人件費改革の取組状況

年　　　度

給与、報酬等支給総額
（千円）

人件費削減率
（％）
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